
宅建 覚える数値の一覧
宅建業法・法令上の制限・税その他で覚える数値を、論点ごとに並べています。 「本試験での出題」欄の「誤」は、その年に誤りの肢として出たものです。 過去
問の本文に載っているのは、この表の数値ではなく誤りのほうの数値です。 「正」は正しい肢として出たものです。確認できたものだけを載せています。
「関連」の印は、アプリの問題集には無い、同じ論点で問われやすい数値です。

項目・根拠 数値 軸 本試験での出題

B 宅建業法

N01　免許の有効期間と変更の届出

免許の有効期間（知事免許・大臣免許とも一律） 5年 期間 —

免許の更新の申請ができる期間 有効期間が満了する日の90日前から30日前
まで

期間 —

支店（事務所）を新設したときの変更の届出 設置の日から30日以内 期間 —

専任の宅地建物取引士が変わったときの変更の届出 その日から30日以内 期間 —

N02　免許・登録の欠格事由

拘禁刑以上の刑（罪名を問わない） 刑の執行を終えた日等から5年 期間 —

一定の罪による罰金刑（宅建業法違反・暴力的な犯罪等） 刑の執行を終えた日等から5年 期間 —

不正の手段による免許取得等を理由とする免許取消し 取消しの日から5年 期間 —

聴聞の公示後・処分前の駆け込み廃業（相当の理由なし） 廃業の届出の日から5年 期間 —

宅建士の登録の消除処分 処分の日から5年 期間 —

免許取消し等の対象となる役員の範囲 聴聞の期日および場所の公示の日前60日以
内

期間 —

不正受験に対する受験禁止
宅地建物取引業法17条3項

3年以内の期間 期間 誤平成13年 問31

N03　宅建士の登録と取引士証

登録に必要な実務の経験の期間 2年以上 期間 —

実務経験に代わる能力要件（国土交通大臣が同等以上の能力を有
すると認めたもの）

登録実務講習の修了 他 —

資格登録そのものの有効期間 関連 なし（消除されない限り有効。更新も不
要）

他 —

宅地建物取引士証の有効期間 関連 5年 期間 —

取引士証の交付を受ける際に受講する法定講習 関連 交付の申請前6月以内に行われるもの 他 —

法定講習が不要となる場合 関連 試験に合格した日から1年以内に交付を受け
るとき

期間 —

拘禁刑以上の刑に処せられた場合の知事への届出 ひっかけ
宅地建物取引業法21条2号（18条1項1号〜8号に該当した場合）

刑に処せられた日から30日以内 期間 誤平成8年 問42

宅地建物取引士が死亡した場合の届出 関連 ひっかけ
宅地建物取引業法21条1号

相続人が死亡の事実を知った日から30日以
内

期間 誤平成8年 問42

氏名・住所など登録簿の記載事項に変更が生じた場合の変更の登
録 関連

遅滞なく 他 —

拘禁刑に処せられた者が登録を受けられない期間 関連 刑の執行を終わり、又は執行を受けること
がなくなった日から5年間

期間 —

不正の手段により登録を受けたこと等により登録を消除された者
が登録を受けられない期間 関連

登録が消除された日から5年間 期間 —

事務の禁止の処分の期間中に本人の申請により登録が消除された
場合 関連

その事務の禁止の期間が満了するまで登録
を受けることができない

他 —

N04　事務所・案内所と専任の宅建士

事務所に置く成年者である専任の宅地建物取引士の数 業務に従事する者の数の5分の1以上 他 —

案内所等に置く成年者である専任の宅地建物取引士の数 1名以上 他 —

専任の宅地建物取引士が法定の数に足りなくなった場合の措置 2週間以内 期間 —

専任の宅地建物取引士を設置した後の変更の届出（免許権者へ） 設置の日から30日以内 期間 —

案内所等（契約を締結する展示会等）の届出 業務を開始する日の10日前まで 期間 —

N05　営業保証金

主たる事務所（本店）の供託額 1,000万円 金額 —

その他の事務所（支店）1か所あたりの供託額 500万円 金額 —

宅建 覚える数値の一覧 ぶんまわしちゃん。
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免許を受けた日から供託の届出がないときに催告をするまでの期
間 ひっかけ
宅地建物取引業法25条6項

3か月以内 期間 誤令和5年 問30

催告が到達した日から免許を取り消すことができるまでの期間
ひっかけ

宅地建物取引業法25条7項

1か月以内 期間 誤令和5年 問30

還付後、通知書の送付を受けた日から不足額を供託する期限
ひっかけ

宅地建物取引業法28条1項

2週間以内 期間 誤令和5年 問30
誤平成28年 問40

不足額を供託した日から免許権者に届け出る期限 ひっかけ
宅地建物取引業法28条2項

2週間以内 期間 誤令和5年 問30
誤平成28年 問40

取戻しの際に官報で公告すべき申出期間 6か月を下らない期間 期間 —

公告をすることなく取り戻せる、取戻し事由の発生からの経過年
数

10年 期間 —

N06　保証協会と弁済業務保証金

弁済業務保証金分担金（主たる事務所分） 60万円 金額 —

弁済業務保証金分担金（その他の事務所1か所につき） 30万円 金額 —

営業保証金（主たる事務所分） 1,000万円 金額 —

営業保証金（その他の事務所1か所につき） 500万円 金額 —

本店＋支店3か所の場合に納付する分担金の合計 150万円 金額 —

上記の業者について還付を受けられる限度額
宅地建物取引業法64条の8第1項（額は25条2項の政令による計算）

2,500万円 金額 —

加入後に事務所を新設したときの分担金の納付 設置の日から2週間以内 期間 —

還付充当金の納付 通知を受けた日から2週間以内 期間 —

特別弁済業務保証金分担金の納付 ひっかけ
宅地建物取引業法64条の12第4項

通知を受けた日から1か月以内 期間 誤令和3年10月 問31

社員の地位を失ったときの営業保証金の供託 ひっかけ
宅地建物取引業法64条の15

地位を失った日から1週間以内 期間 誤平成20年 問44
誤平成15年 問42

N07　媒介契約の規制

依頼者の拘束の強さ／専任媒介契約／一般媒介契約：弱（他の業
者にも依頼可・自己発見取引も可）

中（他の業者に重ねて依頼できない） 他 —

依頼者の拘束の強さ／専属専任媒介契約／一般媒介契約：弱（他
の業者にも依頼可・自己発見取引も可）

強（他の業者に重ねて依頼できず、自己発
見取引もできない）

他 —

有効期間の上限／専任媒介契約／一般媒介契約：規制なし 3か月以内 期間 —

有効期間の上限／専属専任媒介契約／一般媒介契約：規制なし 3か月以内 期間 —

業務処理状況の報告義務／専任媒介契約／一般媒介契約：規制な
し

2週間に1回以上 期間 —

業務処理状況の報告義務／専属専任媒介契約／一般媒介契約：規
制なし

1週間に1回以上 期間 —

指定流通機構への登録期限／専任媒介契約／一般媒介契約：義務
なし

契約締結日から7日以内（休業日を除く） 期間 —

指定流通機構への登録期限／専属専任媒介契約／一般媒介契約：
義務なし

契約締結日から5日以内（休業日を除く） 期間 —

N08　報酬額の制限

200万円以下 代金の額 × 5％ 金額 —

200万円超 400万円以下 （代金の額 × 4％）＋ 2万円 金額 —

400万円超 （代金の額 × 3％）＋ 6万円 金額 —

代理の場合（依頼者から） 上記基本額の2倍 金額 —

複数業者が関与する場合の全業者の合計額 基本額の2倍以内 金額 —

課税事業者の消費税等相当額の上乗せ 基本額 × 1.1 金額 —

居住用建物（原則） 借賃の二分の一か月分 金額 —

居住用建物（依頼を受けるにあたり承諾を得た場合、その依頼者
から）

借賃の一か月分 金額 —

居住用建物以外 借賃の一か月分 金額 —

低廉な空家等の特例（売買・交換）の対象となる代金額 ひっかけ
宅地建物取引業法46条1項（同項に基づく国土交通大臣の告示。告示番号は未
確認）

消費税等相当額を含まないで800万円以下 金額 誤令和3年10月 問44

宅建 覚える数値の一覧 ぶんまわしちゃん。
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低廉な空家等の売買の媒介で一方から受け取れる上限 ひっかけ
宅地建物取引業法46条1項（同項に基づく国土交通大臣の告示。告示番号は未
確認）

消費税等相当額を含めて33万円 金額 誤令和3年10月 問44

長期の空家等の貸借（媒介・代理）の上限 消費税等相当額を含めて借賃の一か月分の
2.2倍

金額 —

N09　重要事項説明の数値

支払金・預り金について保全措置の説明義務が生じる額 ひっかけ
宅地建物取引業法35条1項11号、同法施行規則16条の3第1号

50万円以上 金額 誤平成30年 問35

支払金・預り金について保全措置の説明義務が生じない額
ひっかけ

宅地建物取引業法35条1項11号、同法施行規則16条の3第1号

50万円未満 金額 誤平成30年 問35

既存建物の建物状況調査で説明の対象となる実施時期（原則） 1年以内 期間 —

同（鉄筋コンクリート造または鉄骨鉄筋コンクリート造の共同住
宅等）

2年以内 期間 —

鉄筋コンクリート造の共同住宅で実施から1年6か月を経過した調
査の扱い

2年以内なので説明が必要 期間 —

N10　8種制限1　損害賠償額の予定と手付金等の保全

損害賠償額の予定と違約金の合計額の上限（代金額に対する割
合）

代金額の10分の2（20％）以内 金額 —

未完成物件で手付金等の保全措置が不要となる額（代金額に対す
る割合）

代金額の5％以下 金額 —

完成物件で手付金等の保全措置が不要となる額（代金額に対する
割合）

代金額の10％以下 金額 —

未完成・完成に共通する、保全措置が不要となる手付金等の額
（絶対額）

1,000万円以下 金額 —

契約不適合責任を負う期間について例外的に有効となる特約
ひっかけ

宅地建物取引業法40条1項

引渡しの日から2年以上 期間 誤令和2年10月 問42

N11　8種制限2　クーリングオフ

クーリング・オフができる期間 ひっかけ
宅地建物取引業法37条の2第1項1号

8日 期間 —

起算点（どこから数えるか） ひっかけ
宅地建物取引業法37条の2第1項1号

クーリング・オフについて書面で告げられ
た日

期間 —

数え方（いつから数えるか） ひっかけ
宅地建物取引業法37条の2第1項1号

告げられた日を含めて数える 期間 —

問題文が「翌日から起算して8日目」とするとき、正しい数え方
では何日目か ひっかけ
宅地建物取引業法37条の2第1項1号

9日目 期間 —

解除の効力が生じる時点 解除の書面を発した時 期間 —

解除の書面が売主に到達した日の扱い 効力発生とは無関係 他 —

N12　8種制限3　割賦販売

割賦販売の定義：目的物の引渡し後の分割払の期間 ひっかけ
宅地建物取引業法35条2項（割賦販売の定義のかっこ書き）

1年以上 期間 誤令和4年 問30

割賦販売の定義：代金を分割して受領する回数 ひっかけ
宅地建物取引業法35条2項（割賦販売の定義のかっこ書き）

2回以上 期間 誤令和4年 問30

賦払金の支払遅滞があったときに定めるべき催告の期間 ひっかけ
宅地建物取引業法42条1項

30日以上の相当の期間（書面で催告） 期間 誤平成28年 問35

引渡し後も例外的に所有権を留保しておける受領額 ひっかけ
宅地建物取引業法43条1項

代金の額の10分の3（30パーセント）以下 金額 誤令和3年10月 問42

引渡しとあわせて満たされると譲渡担保が禁止される受領額 代金の額の10分の3（30パーセント）を超え
る額

金額 —

N13　住宅瑕疵担保履行法

新築住宅の売主が負う瑕疵担保責任の期間（引渡しから）
ひっかけ

住宅品質確保法95条1項

10年間 期間 誤令和7年 問45

供託の対象となる引渡し新築住宅の期間（基準日前） ひっかけ
住宅瑕疵担保履行法11条1項

10年間 期間 誤令和7年 問45

住宅販売瑕疵担保責任保険契約の有効期間（買主が引渡しを受け
た時から） ひっかけ
住宅瑕疵担保履行法2条7項4号

10年以上 期間 誤令和3年10月 問45

宅建 覚える数値の一覧 ぶんまわしちゃん。
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住宅販売瑕疵担保責任保険契約の保険金額 ひっかけ
住宅瑕疵担保履行法2条7項3号

2,000万円以上 金額 誤令和3年12月 問45

供託額の算定上、2戸をもって1戸と数える新築住宅の床面積 55㎡以下 長さ・面積 —

基準日 毎年3月31日 期間 —

資力確保措置の状況の届出期限（基準日から） ひっかけ
住宅瑕疵担保履行法12条1項（期限は国土交通省令）

3週間以内 期間 誤令和7年 問45

届出をしないと新たに自ら売主となる売買契約を締結できなくな
る時期（基準日の翌日から起算して）

50日を経過した日以後 期間 —

N14　業務上の規制と記録の保存

従業者名簿（事務所ごとに備付け）／起算点：最終の記載をした
日 ひっかけ
宅地建物取引業法施行規則17条の2第4項

10年間 期間 誤令和5年 問37
誤令和3年10月 問29

業務に関する帳簿（原則）／起算点：各事業年度の末日をもって
閉鎖した後

5年間 期間 —

業務に関する帳簿（自ら売主となる新築住宅に係るもの）／起算
点：原則と同じ ひっかけ
宅地建物取引業法施行規則18条3項

10年間 期間 誤令和5年 問37
誤令和3年10月 問29

犯収法上の取引記録等／起算点：取引が行われた日
犯罪による収益の移転防止に関する法律7条3項

7年間 期間 —

人の死の告知ガイドライン（賃貸借取引・保存期間ではない）／
起算点：その死が発覚した時

概ね3年間の経過後は原則として告げなくて
よい

期間 —

N15　監督処分

業務停止処分の期間の上限／必要的か任意的か：任意的（命ずる
ことができる） ひっかけ
宅地建物取引業法65条2項

1年以内の期間を定めて命ずる 期間 誤平成28年 問26

事業を開始しないことによる免許の取消し／必要的か任意的か：
必要的（取り消さなければならない） ひっかけ
宅地建物取引業法66条1項6号

免許を受けてから1年以内に事業を開始しな
いとき

期間 誤平成28年 問26

事業を休止したことによる免許の取消し／必要的か任意的か：必
要的（取り消さなければならない） ひっかけ
宅地建物取引業法66条1項6号

引き続いて1年以上その事業を休止したとき 期間 誤平成28年 問26

事務所の所在地を確知できない場合の免許の取消し／必要的か任
意的か：任意的（取り消すことができる） ひっかけ
宅地建物取引業法67条1項

公告の日から30日を経過しても申出がない
とき

期間 誤令和6年 問31

N16　罰則

重要な事実の不告知の禁止に違反（従業者の違反につき両罰規定
で法人に科される場合）／制裁の種類：罰金（刑事罰）

1億円以下 金額 —

業務についての報告義務違反（法第72条第1項）／制裁の種類：
罰金（刑事罰）

50万円以下 金額 —

立入検査の拒否・妨害・忌避（法第72条第1項）／制裁の種類：
罰金（刑事罰）

50万円以下 金額 —

事務禁止処分を受けた宅地建物取引士による宅地建物取引士証の
不提出／制裁の種類：過料（行政上の秩序罰）

10万円以下 金額 —

C 法令上の制限

C01　都市計画法　開発許可の規模と地区計画の届出

市街化区域（三大都市圏の一定の区域内） 500㎡未満 長さ・面積 —

市街化区域（三大都市圏の一定の区域内以外） 1,000㎡未満 長さ・面積 —

市街化調整区域 面積による例外はない（規模を問わず許可
が必要）

他 —

区域区分が定められていない都市計画区域（非線引き区域） 3,000㎡未満 長さ・面積 —

準都市計画区域 3,000㎡未満 長さ・面積 —

都市計画区域及び準都市計画区域外 1ヘクタール（10,000㎡）未満 長さ・面積 —

運動・レジャー施設である工作物及び墓園が第二種特定工作物に
該当する規模（同法施行令1条2項）

1ヘクタール（10,000㎡）以上 長さ・面積 —

地区整備計画が定められている地区計画の区域内の行為の届出期
限（同法58条の2。市町村長に届出）

着手する日の30日前までに 期間 —

宅建 覚える数値の一覧 ぶんまわしちゃん。
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項目・根拠 数値 軸 本試験での出題

高層住居誘導地区を定めることができる用途地域で、その都市計
画に定められていることを要する容積率
都市計画法9条17項

10分の40（400パーセント）又は10分の50
（500パーセント）

他 —

C02　盛土規制法　許可・設計・中間検査の規模

許可（令3条）／対象：盛土で生ずる崖の高さ 1メートルを超える 長さ・面積 —

許可（令3条）／対象：切土で生ずる崖の高さ 2メートルを超える 長さ・面積 —

許可（令3条）／対象：盛土と切土を同時に行う場合に生ずる崖
の高さ

2メートルを超える 長さ・面積 —

許可（令3条）／対象：盛土自体の高さ（崖を生ずる基準に該当
しない盛土）

2メートルを超える 長さ・面積 —

許可（令3条）／対象：盛土又は切土をする土地の面積（前各号
に該当しない場合）

500㎡を超える 長さ・面積 —

許可（土石の堆積。令4条）／対象：堆積の高さ／高さの基準に
該当しない場合の土地の面積

高さ2メートルを超える／面積500㎡を超え
る

長さ・面積 —

資格を有する者の設計（令21条）／対象：擁壁の高さ
盛土規制法13条2項、同法施行令21条1号

5メートルを超える 長さ・面積 —

資格を有する者の設計（令21条）／対象：排水施設が設置され
る、盛土又は切土をする土地の面積
盛土規制法13条2項、同法施行令21条2号

1,500㎡を超える 長さ・面積 —

中間検査（令23条）／対象：盛土で生ずる崖の高さ 2メートルを超える 長さ・面積 —

中間検査（令23条）／対象：切土で生ずる崖の高さ 5メートルを超える 長さ・面積 —

中間検査（令23条）／対象：盛土と切土を同時に行う場合に生ず
る崖の高さ

5メートルを超える 長さ・面積 —

中間検査（令23条）／対象：盛土自体の高さ 5メートルを超える 長さ・面積 —

中間検査（令23条）／対象：盛土又は切土をする土地の面積（前
各号に該当しない場合）

3,000㎡を超える 長さ・面積 —

中間検査（令23条）／対象：土石の堆積 中間検査の対象外（対象は宅地造成又は特
定盛土等に限られる）

他 —

宅地造成等工事規制区域の指定の際すでに行われている工事（法
21条1項）

指定があった日から21日以内に（事後） 期間 —

宅地造成等工事規制区域内の擁壁等に関する工事その他政令で定
める工事（法21条3項）

工事に着手する日の14日前までに（事前） 期間 —

宅地造成等工事規制区域内で公共施設用地を宅地又は農地等に転
用（法21条4項）

転用した日から14日以内に（事後） 期間 —

特定盛土等規制区域内の特定盛土等又は土石の堆積に関する工事
の計画（法27条1項）

工事に着手する日の30日前までに（事前） 期間 —

C03　建築基準法1　建築確認と検査・建築主事・建築協定

1号／大規模の修繕・大規模の模様替：対象となる 別表第一（い）欄に掲げる用途に供する特
殊建築物で、その用途に供する部分の床面
積の合計が200㎡を超えるもの

長さ・面積 —

2号／大規模の修繕・大規模の模様替：対象となる 1号以外で、構造を問わず、階数が2以上で
あるもの又は延べ面積が200㎡を超えるもの

長さ・面積 —

3号／大規模の修繕・大規模の模様替：対象とならない 1号・2号以外で、都市計画区域・準都市計
画区域・準景観地区内又は都道府県知事が
指定する区域内にある建築物（規模を問わ
ない）

他 —

確認が不要となる場合（6条2項）／大規模の修繕・大規模の模様
替：― ひっかけ
建築基準法6条2項

防火地域及び準防火地域外において行う増
築・改築・移転で、その部分の床面積の合
計が10㎡以内であるとき

長さ・面積 誤平成21年 問18

建築主事を置かなければならない市（4条1項） 政令で指定する人口25万以上の市 他 —

中間検査の対象となる法定の特定工程（7条の3第1項1号・施行令
11条）

階数が3以上である共同住宅の2階の床及び
これを支持するはりに鉄筋を配置する工事
の工程

長さ・面積 —

中間検査の申請（特定工程に係る工事を終えた日から。7条の3第
2項）

4日以内に建築主事等に到達させる 期間 —

中間検査の実施（申請を受理した日から。7条の3第4項） 4日以内 期間 —

宅建 覚える数値の一覧 ぶんまわしちゃん。
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項目・根拠 数値 軸 本試験での出題

検査済証の交付前の仮使用（完了検査の申請が受理された日か
ら。7条の6第1項3号） ひっかけ
建築基準法7条の6第1項3号

7日を経過したとき 期間 誤平成8年 問23

締結（70条）／土地の所有者等の合意 ひっかけ
建築基準法70条3項

全員の合意 他 —

締結（70条）／特定行政庁の認可
建築基準法70条3項

必要 他 —

変更（74条）／土地の所有者等の合意 ひっかけ
建築基準法74条2項（70条3項を準用）

全員の合意 他 —

変更（74条）／特定行政庁の認可
建築基準法74条2項（70条3項を準用）

必要 他 —

廃止（76条）／土地の所有者等の合意 ひっかけ
建築基準法76条1項

過半数の合意 他 —

廃止（76条）／特定行政庁の認可
建築基準法76条1項

必要 他 —

C04　建築基準法2　道路・接道義務と建蔽率・容積率

建築基準法上の道路の幅員（原則。42条1項） 4メートル以上 長さ・面積 —

2項道路の指定に伴う後退（道路の中心線からの水平距離。原
則。42条2項）

2メートル 長さ・面積 —

2項道路として指定するのにあらかじめ建築審査会の同意を要す
る道の幅員（42条6項）

1.8メートル未満 長さ・面積 —

建築物の敷地が道路に接しなければならない長さ（43条1項） 2メートル以上 長さ・面積 —

用途地域に関する都市計画で定める敷地面積の最低限度の上限
（53条の2第2項）

200㎡ 長さ・面積 —

建蔽率の限度が【⑥】**10分の8**とされている地域以外で、防火
地域内にある耐火建築物等（3項1号イ）

10分の1を加える 他 —

建蔽率の限度が【⑧】**10分の8**とされている地域内で、防火地
域内にある耐火建築物等（6項1号）

建蔽率に関する制限を適用しない 他 —

準防火地域内にある耐火建築物等又は準耐火建築物等（3項1号イ
又はロ）

10分の1を加える 他 —

街区の角にある敷地又はこれに準ずる敷地で特定行政庁が指定す
るものの内にある建築物（3項2号）

10分の1を加える 他 —

3項1号と3項2号の両方に該当する建築物 10分の2を加える 他 —

前面道路の幅員による容積率の制限が適用される幅員（52条2
項）

12メートル未満 長さ・面積 —

前面道路の幅員に乗じる数値（低層住居専用地域・田園住居地
域・中高層住居専用地域・住居地域・準住居地域）

10分の4 他 —

前面道路の幅員に乗じる数値（その他の用途地域） 10分の6 他 —

共同住宅又は老人ホーム等の共用の廊下・階段の用に供する部分
（52条6項2号）

限度なくその全部を算入しない 他 —

住宅又は老人ホーム等の地階でその天井が地盤面からの高さ1メー
トル以下にあるものの用途に供する部分（52条3項）

3分の1を限度として算入しない 他 —

C05　建築基準法3　用途地域ごとの建築制限

第一種低層住居専用地域 原則として建築することができない（兼用
住宅の店舗等の部分のみ）

他 —

第二種低層住居専用地域・田園住居地域 150㎡以内 長さ・面積 —

第一種中高層住居専用地域 500㎡以内 長さ・面積 —

第二種中高層住居専用地域 1,500㎡以内 長さ・面積 —

第一種住居地域 3,000㎡以内 長さ・面積 —

第二種住居地域・準住居地域 10,000㎡以内 長さ・面積 —

近隣商業地域・商業地域・準工業地域 制限なし 他 —

工業地域 10,000㎡以内（10,000㎡を超えるものは建
築することができない）

長さ・面積 —

工業専用地域 面積を問わず建築することができない 他 —

第二種低層住居専用地域・田園住居地域・第一種中高層住居専用
地域・第二種中高層住居専用地域について併せて定められている
階数の要件

2階以下（3階以上の部分をその用途に供す
るものを除く）

長さ・面積 —

宅建 覚える数値の一覧 ぶんまわしちゃん。
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項目・根拠 数値 軸 本試験での出題

第一種住居地域から工業地域までについての階数の要件 定めがない 他 —

大規模集客施設（店舗・飲食店・展示場・遊技場・勝馬投票券発
売所・場外車券売場等）／面積の基準：その用途に供する部分の
床面積の合計

第二種住居地域・準住居地域・工業地域・
用途地域の指定のない区域は10,000㎡以内
まで。近隣商業地域・商業地域・準工業地
域は制限なし

長さ・面積 —

カラオケボックス等・ぱちんこ屋・マージャン屋等（（ほ）項第
一号・第二号）／面積の基準：その用途に供する部分の床面積の
合計

第一種住居地域までは建築することができ
ない。第二種住居地域・準住居地域は
10,000㎡以内まで。ぱちんこ屋・マージャ
ン屋は工業専用地域では建築することがで
きず、カラオケボックス等は工業専用地域
でも同じ上限まで建築することができる

長さ・面積 —

劇場・映画館・演芸場・観覧場（（へ）項・（と）項）／面積の
基準：客席の部分の床面積の合計

第二種住居地域までは建築することができ
ない。準住居地域は200㎡未満のみ。近隣商
業地域・商業地域・準工業地域は制限な
し。工業地域・工業専用地域は建築するこ
とができない

長さ・面積 —

C06　建築基準法4　高さ制限・斜線制限・日影規制

第一種低層住居専用地域・第二種低層住居専用地域・田園住居地
域／絶対高さの制限（55条1項）
建築基準法55条1項

10メートル又は12メートルのうち都市計画
で定められた限度

長さ・面積 —

第一種低層住居専用地域・第二種低層住居専用地域・田園住居地
域／道路斜線の勾配（別表第三（に）欄）
建築基準法56条1項1号・別表第三（に）欄

1.25（住居系の8地域に共通） 他 —

第一種低層住居専用地域・第二種低層住居専用地域・田園住居地
域／日影規制の対象となる建築物（別表第四（ろ）欄）
建築基準法56条の2第1項・別表第四

軒の高さが7メートルを超えるもの、又は地
階を除く階数が3以上のもの

長さ・面積 —

第一種中高層住居専用地域・第二種中高層住居専用地域・第一種
住居地域・第二種住居地域・準住居地域／絶対高さの制限（55条
1項）
建築基準法55条1項

定めがない 他 —

第一種中高層住居専用地域・第二種中高層住居専用地域・第一種
住居地域・第二種住居地域・準住居地域／道路斜線の勾配（別表
第三（に）欄）
建築基準法56条1項1号・別表第三（に）欄

同上 他 —

第一種中高層住居専用地域・第二種中高層住居専用地域・第一種
住居地域・第二種住居地域・準住居地域／日影規制の対象となる
建築物（別表第四（ろ）欄）
建築基準法56条の2第1項・別表第四

高さが10メートルを超えるもの 長さ・面積 —

近隣商業地域・準工業地域／絶対高さの制限（55条1項）
建築基準法55条1項

定めがない 他 —

近隣商業地域・準工業地域／道路斜線の勾配（別表第三（に）
欄） ひっかけ
建築基準法56条1項1号・別表第三（に）欄

1.5（商業系・工業系の5地域に共通） 他 —

近隣商業地域・準工業地域／日影規制の対象となる建築物（別表
第四（ろ）欄）
建築基準法56条の2第1項・別表第四

上の行と同じ 他 —

商業地域・工業地域・工業専用地域／絶対高さの制限（55条1
項）
建築基準法55条1項

定めがない 他 —

商業地域・工業地域・工業専用地域／道路斜線の勾配（別表第三
（に）欄）
建築基準法56条1項1号・別表第三（に）欄

同上 他 —

商業地域・工業地域・工業専用地域／日影規制の対象となる建築
物（別表第四（ろ）欄）
建築基準法56条の2第1項・別表第四

別表第四（い）欄に掲げられていないた
め、対象区域として指定できない

他 —

住居系の8地域／容積率の限度 10分の20以下 他 —

住居系の8地域／適用距離 20メートル 長さ・面積 —

住居系の8地域／容積率の限度 10分の20を超え10分の40以下 他 —

住居系の8地域／適用距離 上の行より長く、下の行より短い（容積率
の限度の区分ごとに段階が定められてい
る）

長さ・面積 —

住居系の8地域／容積率の限度 10分の40を超えるもの 他 —

宅建 覚える数値の一覧 ぶんまわしちゃん。
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項目・根拠 数値 軸 本試験での出題

住居系の8地域／適用距離 ひっかけ 35メートル 長さ・面積 —

準工業地域・工業地域・工業専用地域／容積率の限度 10分の40を超えるもの 他 —

準工業地域・工業地域・工業専用地域／適用距離 ひっかけ 35メートル 長さ・面積 —

近隣商業地域・商業地域／容積率の限度 10分の80を超え10分の100以下 他 —

近隣商業地域・商業地域／適用距離 ひっかけ 35メートル 長さ・面積 —

近隣商業地域・商業地域／容積率の限度 10分の100を超えるもの 他 —

近隣商業地域・商業地域／適用距離 上の行より長い（容積率の限度の区分ごと
に段階が定められている）

長さ・面積 —

C07　建築基準法5　防火地域・準防火地域と耐火・防火の規制

耐火建築物等としなければならない建築物（階数）／防火地域
ひっかけ

建築基準法61条1項、同法施行令136条の2第1号

階数が3以上 長さ・面積 誤平成19年 問22

耐火建築物等としなければならない建築物（階数）／準防火地域
ひっかけ

建築基準法61条1項、同法施行令136条の2第1号

地階を除く階数が4以上 長さ・面積 誤平成19年 問22

耐火建築物等としなければならない建築物（延べ面積）／防火地
域

100㎡を超えるもの 長さ・面積 —

耐火建築物等としなければならない建築物（延べ面積）／準防火
地域

1,500㎡を超えるもの 長さ・面積 —

建築物に附属する門又は塀で規制の対象となるもの（高さ）／防
火地域

2メートルを超えるもの 長さ・面積 —

建築物に附属する門又は塀で規制の対象となるもの（高さ）／準
防火地域

防火地域と同じ高さ（ただし木造建築物等
に附属するものに限る）

長さ・面積 —

木造建築物等の外壁・軒裏の防火構造等が必要となる延べ面積／
根拠条文

法25条 他 —

木造建築物等の外壁・軒裏の防火構造等が必要となる延べ面積／
規模

1,000㎡を超えるもの 長さ・面積 —

防火壁又は防火床による区画が必要となる延べ面積／根拠条文 法26条 他 —

防火壁又は防火床による区画が必要となる延べ面積／規模 1,000㎡を超えるもの 長さ・面積 —

防火壁又は防火床で区画した各区画の床面積の合計の上限／根拠
条文

法26条 他 —

防火壁又は防火床で区画した各区画の床面積の合計の上限／規模 1,000㎡以内 長さ・面積 —

倉庫を耐火建築物としなければならない規模／根拠条文 法27条2項1号 他 —

倉庫を耐火建築物としなければならない規模／規模 3階以上の部分の床面積の合計が200㎡以上 長さ・面積 —

ホテルが対象となる場合（階の要件）／根拠条文 法27条1項 他 —

ホテルが対象となる場合（階の要件）／規模 3階以上の階をその用途に供するもの 長さ・面積 —

ホテルが対象となる場合（面積の要件）／根拠条文 法27条1項 他 —

ホテルが対象となる場合（面積の要件）／規模 その用途に供する2階の部分の床面積の合計
が300㎡以上

長さ・面積 —

C08　建築基準法6　単体規定（居室・避難・設備）

住宅の居住のための居室の採光に有効な部分の面積（原則）
建築基準法28条1項、同法施行令19条3項

7分の1以上 他 —

同（照明設備の設置その他の措置を講じた場合の限度） 10分の1 他 —

居室の換気に有効な部分の面積 20分の1以上 他 —

排煙設備／別表第一（い）欄（一）項から（四）項までの特殊建
築物

延べ面積が500㎡を超えるもの 長さ・面積 —

排煙設備／階数が3以上の建築物 延べ面積が500㎡を超えるもの 長さ・面積 —

排煙設備／建築物の居室（建築物の延べ面積の要件） 延べ面積が1,000㎡を超えるもの 長さ・面積 —

排煙設備／建築物の居室（居室の床面積の要件） 床面積が200㎡を超えるもの 長さ・面積 —

2以上の直通階段／物品販売業を営む店舗の床面積の合計
建築基準法施行令121条1項2号

1,500㎡を超えるもの 長さ・面積 —

2以上の直通階段／その階に居室を有する場合（用途を問わない
階）

6階以上の階 長さ・面積 —

敷地内の通路の幅員（原則）
建築基準法施行令128条

1.5メートル以上 長さ・面積 誤令和3年10月 問17

敷地内の通路の幅員（一定の小規模な建築物の場合） 90センチメートル以上 長さ・面積 —

宅建 覚える数値の一覧 ぶんまわしちゃん。
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項目・根拠 数値 軸 本試験での出題

居室の天井の高さ
建築基準法施行令21条1項

2.1メートル以上 長さ・面積 —

屋上広場・2階以上の階のバルコニー等の手すり壁等
建築基準法施行令126条1項

1.1メートル以上 長さ・面積 —

避雷設備が必要となる建築物
建築基準法33条

高さ20メートルを超えるもの 長さ・面積 —

非常用の昇降機が必要となる建築物
建築基準法34条2項

高さ31メートルを超えるもの 長さ・面積 誤令和2年10月 問17
誤平成28年 問18

C09　国土利用計画法　届出の面積と期間

事後届出を要する面積　市街化区域内の土地（23条2項1号イ） 2,000㎡以上 長さ・面積 —

事後届出を要する面積　市街化調整区域内の土地（23条2項1号
ロ）

5,000㎡以上 長さ・面積 —

事後届出を要する面積　区域区分が定められていない都市計画区
域（非線引き区域）内の土地（23条2項1号ロ）

5,000㎡以上 長さ・面積 —

事後届出を要する面積　準都市計画区域内の土地、都市計画区域
及び準都市計画区域外の土地（23条2項1号ハ）

10,000㎡以上 長さ・面積 —

事後届出をすべき期限（契約を締結した日から起算して。23条1
項）

2週間以内 期間 —

事前届出（注視区域・監視区域）の後、契約を締結してはならな
い期間（届出をした日から起算して。27条の4第3項。監視区域は
27条の7第1項が準用）

6週間を経過する日までの間 期間 —

事前届出について都道府県知事が勧告をすることができる期間
（届出があった日から起算して。27条の5第2項）

6週間以内 期間 —

C10　農地法　許可の例外・賃貸借・罰則

4条1項の許可を要しない自己転用（自己の農作物の育成若しくは
養畜の事業のための農業用施設に供する場合）の農地の面積

2アール未満 長さ・面積 —

転用の目的で他人の農地について権利を取得する場合の面積（5
条1項）

面積による例外はない（面積を問わず許可
が必要）

他 —

市街化区域内にある農地を農地以外のものにする場合（4条1項7
号）

面積を問わず、あらかじめ農業委員会に届
け出れば許可を要しない

他 —

期間の定めがある農地の賃貸借について、更新をしない旨の通知
をすべき期間（期間の満了前）

1年前から6か月前まで 期間 —

一時賃貸をしたことが明らかな場合に、更新をしない旨の通知を
すべき期間（期間の満了前）

6か月前から1か月前まで 期間 —

更新をしない旨の通知に都道府県知事の許可を要しない賃貸借の
期間の定め

10年以上 期間 —

3条1項・4条1項・5条1項・18条1項の違反行為をした者の法定刑
（64条）

3年以下の拘禁刑又は300万円以下の罰金 金額 —

法人の代表者・従業者が4条1項・5条1項の違反行為をしたときの
法人に対する罰金刑（67条1号）

1億円以下の罰金 金額 —

法人の代表者・従業者が3条1項・18条1項の違反行為をしたとき
の法人に対する罰金刑（67条2号）

300万円以下の罰金 金額 —

C11　土地区画整理法　組合の設立と運営・換地処分

個人施行の施行者の人数（3条1項） 1人で、又は数人共同して 他 —

土地区画整理組合を設立しようとする者の人数（14条1項）
ひっかけ

土地区画整理法14条1項

7人以上 他 誤平成19年 問24

組合設立の認可申請に必要な、宅地の所有者・借地権者それぞれ
の同意（人数・18条1項前段）

3分の2以上 他 —

同じ場合の、同意した者の宅地の地積と借地権の目的となってい
る宅地の地積の合計の割合（18条1項後段）

3分の2以上 他 —

総会の会議を開くための出席（定款に特別の定めがある場合を除
く・34条1項）

組合員の半数以上 他 —

総会の通常の議事の議決（34条1項） 出席組合員の過半数 他 —

定款の変更・事業計画の変更・解散等の重要事項についての出席
（34条2項）

組合員の3分の2以上 他 —

理事又は監事の解任の請求に必要な連署（27条7項） 組合員の3分の1以上 他 —

宅建 覚える数値の一覧 ぶんまわしちゃん。
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解任の請求の後、組合員の投票で理事又は監事が地位を失うため
に必要な同意（27条9項）

過半数 他 —

理事の定数（27条2項） 5人以上 他 —

監事の定数（27条2項） 2人以上 他 —

理事及び監事の任期（27条5項） 5年を超えない範囲内 期間 —

換地が従前の宅地とみなされる時期（104条1項） 公告があった日の翌日から 期間 —

換地を定めなかった従前の宅地について存する権利が消滅する時
期（104条1項）

公告があった日が終了した時 期間 —

清算金が確定する時期（104条8項） 公告があった日の翌日 期間 —

保留地を施行者が取得する時期（104条11項） 公告があった日の翌日 期間 —

D 税その他

D01　不動産取得税　税率と課税標準の特例

課税主体 不動産の所在する都道府県 他 —

納税義務者 不動産の取得者 他 —

判定の時点 不動産を取得した時 他 —

標準税率 ひっかけ 100分の4 他 —

税率の特例が適用される場合の標準税率 ひっかけ 100分の3 他 —

制限税率 定められていない 他 —

免税点（土地の取得） ひっかけ
令和8年度改正（改正前は10万円／令和8年4月1日以後の取得から）
地方税法73条の15の2第1項

16万円 金額 —

免税点（家屋の取得のうち建築に係るもの） ひっかけ
令和8年度改正（改正前は1戸につき23万円／令和8年4月1日以後の取得から）
地方税法73条の15の2第1項

1戸につき66万円 金額 —

免税点（その他の家屋の取得） ひっかけ
令和8年度改正（改正前は1戸につき12万円／令和8年4月1日以後の取得から）
地方税法73条の15の2第1項

1戸につき34万円 金額 —

課税標準の特例（宅地の取得） ひっかけ 価格の2分の1 金額 誤平成24年 問24

課税標準の特例（新築住宅の控除額） ひっかけ
地方税法73条の14第1項、同法施行令37条の16

1戸につき1,200万円（認定長期優良住宅は1
戸につき1,300万円）

金額 正平成28年 問24
誤平成24年 問24

課税標準の控除を受ける住宅の床面積要件（新築・既存とも）
ひっかけ

令和8年度改正（改正前は50平方メートル以上（貸家の共同住宅等は40平方メー
トル以上）240平方メートル以下／令和8年4月1日以後の取得から）
地方税法73条の14第1項、同法施行令37条の16

40平方メートル以上240平方メートル以下 長さ・面積 正平成28年 問24
誤平成24年 問24

納付の方法 普通徴収 他 —

D02　固定資産税　税率・課税標準の特例と減額

課税主体 固定資産の所在する市町村（特別区の存す
る区域では都）

他 —

納税義務者 固定資産の所有者 他 —

判定の時点（賦課期日） ひっかけ 毎年1月1日 期間 誤令和4年 問24

標準税率 ひっかけ 100分の1.4 他 —

制限税率 ひっかけ 定められていない 他 —

免税点（土地）
地方税法351条

30万円 金額 —

免税点（家屋）
令和8年度改正（改正前は20万円／令和9年度分以後の固定資産税から）
地方税法351条

30万円 金額 —

免税点（償却資産）
令和8年度改正（改正前は150万円／令和9年度分以後の固定資産税から）
地方税法351条

180万円 金額 —

課税標準の特例（小規模住宅用地・200平方メートル以下の部
分） ひっかけ

価格の6分の1 金額 誤令和7年 問24
誤令和3年12月 問24

課税標準の特例（一般住宅用地・200平方メートルを超える部
分） ひっかけ

価格の3分の1 金額 誤令和7年 問24
誤令和3年12月 問24

税額の減額（新築住宅） ひっかけ 税額の2分の1 期間 誤平成11年 問27
誤平成5年 問29

宅建 覚える数値の一覧 ぶんまわしちゃん。
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税額の減額を受ける住宅の床面積要件
令和8年度改正（改正前は50平方メートル以上（貸家の共同住宅等は40平方メー
トル以上）280平方メートル以下／令和8年4月1日以後の新築から）

40平方メートル以上240平方メートル以下 長さ・面積 —

税額の減額の対象となる床面積 ひっかけ 1戸につき120平方メートル相当分まで 長さ・面積 —

納付の方法 普通徴収 他 —

D03　印紙税　記載金額の判定と過怠税

交換契約書（双方の価額が記載されているとき） 高い方の価額（等価交換のときはいずれか
一方の価額）

他 —

交換契約書（交換差金だけが記載されているとき） その交換差金 他 —

変更契約書（契約金額を増加させるとき） 増加額 他 —

変更契約書（契約金額を減少させるとき） ひっかけ 記載金額のないものとして200円 金額 誤令和5年 問23
誤平成20年 問27

贈与契約書 ひっかけ 記載金額のないものとして200円 金額 誤令和5年 問23
誤平成20年 問27

消費税額等が区分して記載され、消費税額等が明らかなとき 消費税額等を含めない金額 金額 —

消費税額等が区分して記載されていないとき 消費税額等を含めた金額 金額 —

地上権の設定に関する契約書 設定の対価（権利金）。地代は含めない 金額 —

土地の賃貸借契約書（返還が予定されている保証金・敷金がある
とき）

権利金など後日返還されない金額だけ 金額 —

同じ種類の文書に当たる契約を1通に区分して記載したとき 合計した金額 金額 —

異なる種類の文書に当たる契約を1通に区分して記載したとき 所属が決定された文書に係る金額（結果と
して高い方の金額）

金額 —

売上代金に係る金銭の受取書のうち非課税となるもの 記載された受取金額が5万円未満のもの 金額 —

過怠税（納付せず、調査により判明したとき） ひっかけ 納付しなかった印紙税の額の3倍 他 —

過怠税（調査を受ける前に自主的に申し出たとき） ひっかけ 納付すべき印紙税の額の1.1倍 他 —

過怠税（印紙を貼り付けたが消印をしなかったとき） 消印されていない印紙の額面金額に相当す
る金額

金額 —

D04　登録免許税　軽減措置の要件

課税主体 国 他 —

納税義務者 登記等を受ける者 他 —

納税義務者が2人以上あるとき 連帯して納付する義務を負う 他 —

不動産の登記の課税標準となる不動産の価額 固定資産課税台帳に登録された価格（固定
資産税評価額）

金額 —

納期限 登記等を受ける時 他 —

納付の方法の原則 現金納付（納付した領収証書を登記の申請
書に貼り付けて提出する）

他 —

印紙による納付が認められる場合 税額が3万円以下である場合その他政令で定
める場合

金額 誤平成3年 問28

定率による課税の場合の最低税額 1,000円 金額 誤平成3年 問28

住宅用家屋の軽減措置　床面積の要件 ひっかけ 50平方メートル以上（上限はない） 長さ・面積 誤平成30年 問23

住宅用家屋の軽減措置　登記を受ける時期の要件 ひっかけ 新築又は取得後1年以内（やむを得ない事情
がある場合を除く）

期間 —

住宅用家屋の軽減措置　家屋の用途の要件 個人が自己の居住の用に供する家屋である
こと

他 —

住宅用家屋の軽減措置　所得の金額による要件 所得の金額による要件はない 金額 —

住宅用家屋の軽減措置　必要な書類 家屋の所在地の市区町村長の証明書（登記
を受けた後に提出しても適用されない）

他 —

住宅用家屋の軽減措置の対象とならない取得の原因 贈与・相続・交換による取得 他 —

対比：不動産取得税の新築住宅に係る課税標準の特例の床面積の
要件 ひっかけ

40平方メートル以上240平方メートル以下 長さ・面積 誤令和3年12月 問23
誤令和2年12月 問23

対比：固定資産税の新築住宅に係る税額の減額の床面積の要件
ひっかけ

40平方メートル以上240平方メートル以下 長さ・面積 誤令和3年12月 問23
誤令和2年12月 問23

D05　所得税　譲渡所得の特例と住宅ローン控除

所有期間の要件（譲渡した年の1月1日における所有期間）／居住
用財産を譲渡した場合の3,000万円の特別控除

制限はない（所有期間の長短を問わない） 他 —

宅建 覚える数値の一覧 ぶんまわしちゃん。
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所有期間の要件（譲渡した年の1月1日における所有期間）／居住
用財産を譲渡した場合の軽減税率の特例

10年を超えること（家屋・敷地とも） 期間 —

所有期間の要件（譲渡した年の1月1日における所有期間）／特定
の居住用財産の買換えの特例

10年を超えること（家屋・敷地とも） 期間 —

居住期間の要件／居住用財産を譲渡した場合の3,000万円の特別控
除

なし 他 —

居住期間の要件／居住用財産を譲渡した場合の軽減税率の特例 なし 他 —

居住期間の要件／特定の居住用財産の買換えの特例 ひっかけ 10年以上 期間 誤平成19年 問26

居住の用に供さなくなった家屋を譲渡する場合の期限／居住用財
産を譲渡した場合の3,000万円の特別控除 ひっかけ

住まなくなった日から3年を経過する日の属
する年の12月31日まで

期間 誤平成6年 問46

居住の用に供さなくなった家屋を譲渡する場合の期限／居住用財
産を譲渡した場合の軽減税率の特例

同左 他 —

居住の用に供さなくなった家屋を譲渡する場合の期限／特定の居
住用財産の買換えの特例

同左 他 —

譲渡に係る対価の額の上限／居住用財産を譲渡した場合の3,000万
円の特別控除

なし 他 —

譲渡に係る対価の額の上限／居住用財産を譲渡した場合の軽減税
率の特例

なし 他 —

譲渡に係る対価の額の上限／特定の居住用財産の買換えの特例
ひっかけ

1億円以下（譲渡資産について） 金額 —

直近の年に特例の適用を受けている場合の制限／居住用財産を譲
渡した場合の3,000万円の特別控除 ひっかけ

前年又は前々年にこの特例の適用を受けて
いるときは、適用を受けることができない

期間 —

直近の年に特例の適用を受けている場合の制限／居住用財産を譲
渡した場合の軽減税率の特例

同左 他 —

直近の年に特例の適用を受けている場合の制限／特定の居住用財
産の買換えの特例

直近の一定の年に3,000万円の特別控除又は
軽減税率の特例の適用を受けているとき
は、適用を受けることができない

金額 —

3,000万円の特別控除との併用／居住用財産を譲渡した場合の
3,000万円の特別控除

― 他 —

3,000万円の特別控除との併用／居住用財産を譲渡した場合の軽減
税率の特例

併用することができる（控除した後の金額
に軽減税率を適用する）

金額 —

3,000万円の特別控除との併用／特定の居住用財産の買換えの特例 併用することができない 他 —

配偶者・直系血族など特別の関係がある者への譲渡／居住用財産
を譲渡した場合の3,000万円の特別控除

適用を受けることができない 他 —

配偶者・直系血族など特別の関係がある者への譲渡／居住用財産
を譲渡した場合の軽減税率の特例

適用を受けることができない 他 —

配偶者・直系血族など特別の関係がある者への譲渡／特定の居住
用財産の買換えの特例

適用を受けることができない 他 —

課税の効果／居住用財産を譲渡した場合の3,000万円の特別控除 譲渡益から3,000万円を控除する 金額 —

課税の効果／居住用財産を譲渡した場合の軽減税率の特例 課税長期譲渡所得金額のうち一定の金額以
下の部分について税率が軽減される

金額 —

課税の効果／特定の居住用財産の買換えの特例 課税が繰り延べられる（税が免除されるも
のではない）

他 —

分離課税となる土地建物等が長期譲渡所得となる所有期間（譲渡
した年の1月1日において） ひっかけ

5年を超えること 期間 誤平成20年 問26

総合課税となる資産の長期・短期の判定 ひっかけ 実際の取得の日から譲渡の日までの期間に
よる

期間 誤平成20年 問26

取得費が分からない場合等の概算取得費 ひっかけ 収入金額の100分の5 金額 —

借地権等の設定の対価として受ける権利金が譲渡所得とされる基
準 ひっかけ

その土地の価額の10分の5を超えること 他 誤令和3年10月 問23
誤平成29年 問23

個人に対する譲渡により生じた損失がなかったものとみなされる
基準

その譲渡の時における価額の2分の1に満た
ない金額であること

金額 正平成17年 問26

住宅借入金等の償還期間 ひっかけ 10年以上 期間 誤平成19年 問26

その年分の合計所得金額 ひっかけ 2,000万円以下 金額 誤令和6年 問23
誤平成11年 問26

宅建 覚える数値の一覧 ぶんまわしちゃん。
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項目・根拠 数値 軸 本試験での出題

居住用財産の譲渡の特例との重複適用の制限 居住の用に供した年並びにその前2年及び後
3年の計6年間に、3,000万円の特別控除・軽
減税率の特例・買換えの特例などの適用を
受けていないこと

金額 —

D06　贈与税　住宅取得等資金と相続時精算課税

受贈者の合計所得金額の要件／直系尊属から住宅取得等資金の贈
与を受けた場合の贈与税の非課税 ひっかけ

2,000万円以下 金額 誤平成27年 問23

受贈者の合計所得金額の要件／住宅取得等資金の贈与を受けた場
合の相続時精算課税選択の特例 ひっかけ

合計所得金額についての要件はない 金額 誤平成19年 問27

取得する住宅用の家屋の床面積が40平方メートル以上50平方メー
トル未満である場合の合計所得金額の要件／直系尊属から住宅取
得等資金の贈与を受けた場合の贈与税の非課税 ひっかけ

1,000万円以下 金額 誤平成27年 問23

取得する住宅用の家屋の床面積が40平方メートル以上50平方メー
トル未満である場合の合計所得金額の要件／住宅取得等資金の贈
与を受けた場合の相続時精算課税選択の特例

― 他 —

住宅用の家屋の床面積の要件／直系尊属から住宅取得等資金の贈
与を受けた場合の贈与税の非課税

登記簿上の床面積が40平方メートル以上240
平方メートル以下

長さ・面積 —

住宅用の家屋の床面積の要件／住宅取得等資金の贈与を受けた場
合の相続時精算課税選択の特例

登記簿上の床面積が40平方メートル以上
（上限は定められていない）

長さ・面積 —

店舗併用住宅の居住用部分の割合／直系尊属から住宅取得等資金
の贈与を受けた場合の贈与税の非課税 ひっかけ

床面積の2分の1以上が受贈者の居住の用に
供されるもの

他 誤平成19年 問27

店舗併用住宅の居住用部分の割合／住宅取得等資金の贈与を受け
た場合の相続時精算課税選択の特例

同左 他 —

住宅用の家屋の新築等をすべき期限／直系尊属から住宅取得等資
金の贈与を受けた場合の贈与税の非課税 ひっかけ

贈与を受けた年の翌年3月15日まで 期間 誤平成19年 問27

住宅用の家屋の新築等をすべき期限／住宅取得等資金の贈与を受
けた場合の相続時精算課税選択の特例

同左 他 —

居住の要件／直系尊属から住宅取得等資金の贈与を受けた場合の
贈与税の非課税

上欄の期限までに居住すること、又は同日
後遅滞なく居住することが確実であると見
込まれること

期間 —

居住の要件／住宅取得等資金の贈与を受けた場合の相続時精算課
税選択の特例

同左 他 —

贈与者の要件／直系尊属から住宅取得等資金の贈与を受けた場合
の贈与税の非課税

直系尊属（父母・祖父母など）であるこ
と。年齢は問わない

期間 —

贈与者の要件／住宅取得等資金の贈与を受けた場合の相続時精算
課税選択の特例

父母又は祖父母であること。贈与の年の1月
1日において60歳未満であっても相続時精算
課税を選択することができる

期間 —

受贈者の年齢の要件／直系尊属から住宅取得等資金の贈与を受け
た場合の贈与税の非課税

贈与を受けた年の1月1日において18歳以上 期間 —

受贈者の年齢の要件／住宅取得等資金の贈与を受けた場合の相続
時精算課税選択の特例

同左 他 —

課税の効果／直系尊属から住宅取得等資金の贈与を受けた場合の
贈与税の非課税

一定の金額まで贈与税が課されない 金額 —

課税の効果／住宅取得等資金の贈与を受けた場合の相続時精算課
税選択の特例

贈与の時は軽く課税し、相続の時に精算す
る

他 —

第一に控除するもの（基礎控除） 特定贈与者ごとに、その年中の贈与により
取得した財産の価額の合計額から年110万円
を控除する

金額 正平成22年 問23

第二に控除するもの（特別控除） その残額から2,500万円を限度として控除す
る（既に控除した金額があるときは、その
残額が限度）

金額 正平成22年 問23

控除後になお残る金額に乗じる税率 一律100分の20 金額 正平成22年 問23

申告の要否 基礎控除額以下であれば贈与税の申告を要
しない。特別控除は、贈与税の期限内申告
書を提出した場合に限り控除を受けられる

他 —

相続の時の加算 贈与の時の価額の合計額から基礎控除額を
控除した後の残額を相続税の課税価格に加
算する。基礎控除額の範囲内の部分は加算
されない

金額 —

宅建 覚える数値の一覧 ぶんまわしちゃん。
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項目・根拠 数値 軸 本試験での出題

暦年課税の基礎控除 受贈者ごとに年110万円。同じ贈与者につい
て相続時精算課税と併せて適用することは
できない

金額 正平成22年 問23

暦年課税への変更 相続時精算課税を選択すると、その特定贈
与者からの贈与について暦年課税に戻るこ
とはできない

期間 —

D07　地価公示　基準日と価格の判定

標準地を選定し、その正常な価格を判定して公示する者 ひっかけ 土地鑑定委員会 他 誤令和2年12月 問25

鑑定評価を行う者 不動産鑑定士（不動産鑑定士補の制度は廃
止されている）

他 —

鑑定評価を求める不動産鑑定士の人数 ひっかけ 2人以上 他 誤令和2年12月 問25

提出された鑑定評価の結果の取扱い ひっかけ 審査し、必要な調整を行う 他 誤令和2年12月 問25

公示の回数 ひっかけ 毎年1回 期間 誤平成29年 問24

価格判定の基準日 ひっかけ 1月1日 期間 誤平成29年 問24

公示される価格 標準地の単位面積当たりの正常な価格 金額 —

正常な価格の意味 自由な取引が行われるとした場合に通常成
立すると認められる価格。建物その他の定
着物がある場合又は地上権その他土地の使
用若しくは収益を制限する権利が存する場
合は、これらが存しないものとして求めた
価格

金額 —

公示の方法 官報で公示する 他 —

主な公示事項 標準地の所在の郡・市・区・町村・字及び
地番、価格及び価格判定の基準日、標準地
の地積及び形状、標準地及びその周辺の土
地の利用の現況等（標準地の価格の総額は
公示事項ではない）

金額 —

公示をしたときに書面及び図面の送付を受け、その事務所で一般
の閲覧に供する者

関係市町村の長 他 —

一般の土地の取引を行う者 公示価格を指標として取引を行うよう努め
なければならない

金額 —

不動産鑑定士が公示区域内の土地について正常な価格を求める場
合

公示価格を規準としなければならない 金額 —

土地を収用することができる事業を行う者が公示区域内の土地を
取得する場合の取得価格

公示価格を規準としなければならない 金額 —

D08　景品表示法　表示の基準と景品の制限

徒歩による所要時間 ひっかけ 道路距離80メートルにつき1分間を要するも
のとして算出した数値を表示する

長さ・面積 正平成15年 問47

徒歩による所要時間に1分未満の端数が生じたとき 1分として算出する（切り上げる） 他 —

「新築」と表示することができるもの 建築工事完了後1年未満であって、居住の用
に供されたことがないもの

期間 —

傾斜地を含む土地（マンション及び別荘地等を除く。） 傾斜地の割合が当該土地面積のおおむね30
パーセント以上を占めるときは、傾斜地を
含む旨及び傾斜地の割合又は面積を明示す
る

他 正平成8年 問31

傾斜地を含むことにより有効な利用が著しく阻害される土地（マ
ンションを除く。）

傾斜地の割合にかかわらず、その旨及び傾
斜地の割合又は面積を明示する

他 —

セットバックを要する部分を含む土地 ひっかけ セットバックを要する旨は割合を問わず表
示する。面積は、その部分が当該土地面積
のおおむね10パーセント以上であるときに
併せて明示する

他 —

路地状部分のみで道路に接する土地 路地状部分の面積が当該土地面積のおおむ
ね30パーセント以上を占めるときは、路地
状部分を含む旨及び路地状部分の割合又は
面積を明示する

他 正平成8年 問31

畳数による居室等の広さの表示 ひっかけ 畳1枚当たり1.62平方メートル以上の広さが
あるという意味で用いる

長さ・面積 —

物件の名称に街道その他の道路の名称（坂名を含む。）を用いる
場合 ひっかけ

当該物件から直線距離で50メートル以内に
所在すること

長さ・面積 誤平成18年 問47

宅建 覚える数値の一覧 ぶんまわしちゃん。
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物件の名称に公園、庭園、旧跡その他の施設又は海、湖沼若しく
は河川の岸若しくは堤防の名称を用いる場合 ひっかけ

当該物件が直線距離で300メートル以内に所
在すること

長さ・面積 誤平成18年 問47

二重価格表示に用いる過去の販売価格 値下げの直前の価格であって、値下げ前2か
月以上にわたり実際に販売のために公表し
ていた価格であること

金額 —

二重価格表示を行うことができる期間 値下げの日から6か月以内 期間 —

総付景品（懸賞によらないで提供する景品類）の最高額 取引価額の10分の1又は100万円のいずれか
低い価額

金額 —

懸賞による景品類の最高額 取引価額の20倍又は10万円のいずれか低い
価額

金額 —

懸賞による景品類の総額 当該懸賞に係る取引予定総額の100分の2以
内

他 —

本資料は2026年9月時点で施行されている法令にもとづいています。令和9年度（2027年度）試験の法令基準日は2027年4月1日です。税は令和9年度向けの改正が2026年12
月ごろに確定するため、確定後に見直します。

この一覧は https://office-usagi.jp/bunmawashichan/guide/takken/anki/suji/ から、いつでも最新版を開けます。
解説・語呂合わせ・よくある質問は、同じサイトにあります。

宅建試験対策アプリ ぶんまわしちゃん。（一問一答・学習記録・音声）

宅建 覚える数値の一覧 ぶんまわしちゃん。
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